
本経済動向調査は、埼玉県内における生産、雇用、物価、消費、企業動向など、経済関連の各種統計指標を

時系列で見ることにより、その動向を把握・分析したものです。また、統計指標の収集・分析に加え、他の

調査機関の経済関係報告の概要を取りまとめ、県経済の動向を総合的に把握できるものとしています。

彩の国経済の動き
　－埼玉県経済動向調査－　

＜令和８年３月～４月の指標を中心に＞

埼玉県　企画財政部　計画調整課
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１ 本県の経済概況＜県内経済の基調判断＞

■県内の設備投資の状況は、持ち直している（31か月連続で個別判断据え置き）。

■３月の景気動向指数（CI一致指数）は、110.7（前月比▲2.0ポイント）となり、２か月連続の下降となった。

■先行指数は、96.8（前月比±0.0ポイント）となり、横ばいとなった。

■遅行指数は、88.6（前月比▲0.8ポイント）となり、５か月連続の下降となった。

■県内の景気動向指数（CI一致指数）は、下方への局面変化を示している（８か月連続で個別判断据え置き）。（埼玉県統計課「埼玉県景気動向指数」令和８年３月分概要）

■県内の住宅投資は、やや弱含みがみられる（７か月連続で個別判断据え置き）。

■４月の企業倒産件数は35件（前年同月比▲３件）となった。　

■産業別では、サービス業他の９件が最多。以下、建設業６件、製造業５件、運輸業４件と続いた。

■県内の企業倒産状況は、一進一退の動きとなっている（５か月連続で個別判断据え置き）。

■埼玉県産業労働部 四半期経営動向調査によると、令和８年１～３月の「経営者の景況感DI」は▲37.6となり、前期（▲37.3）から

企 業 倒 産 一進一退の動きとなっている 前月からの判断推移

■負債総額は37.17億円（前年同月比＋6.0億円）、負債10億円以上の大型倒産は１件発生した。

■県内の生産活動は、持ち直しの動きがみられる（２か月連続で個別判断据え置き）。

　 同在庫指数は102.0（前月比▲0.6％、前年同月比＋1.2％）。

■３月の鉱工業生産指数(季節調整済値)は111.5（前月比▲2.8％、前年同月比+2.2％）。同出荷指数は101.3（前月比▲6.2％、前年同月比＋3.9％）。

■３月の新設住宅着工戸数は4,711戸(前年同月比▲13.2％)となり、２か月連続で前年同月実績を下回った。

■持家が1,045戸（同▲18.5％）、貸家が2,110戸（同▲12.1％）、分譲が1,533戸（同▲11.9％）となっている。

■生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は110.5となり、前月比±0.0％、前年同月比は＋2.1％となった。

■３月の消費者物価指数(さいたま市、令和２年＝100)は総合指数で111.2となり、前月比±0.0％、前年同月比は＋1.2％となった。

■県内の雇用情勢は、持ち直しに足踏みがみられる（７か月連続で個別判断据え置き）。

■３月の完全失業率(南関東)は2.7％(前月比（原数値）＋0.1ポイント、前年同月比＋0.1ポイント）。

　なお、県内を就業地とする求人数を用い算出した就業地別の有効求人倍率は1.11倍(前月比＋0.02ポイント、前年同月比▲0.12ポイント)。

雇　　　用 持ち直しに足踏みがみられる 前月からの判断推移

消費者物価 上昇しているものの、上昇テンポは緩やかになっている 前月からの判断推移

総　合　判　断 前月からの判断推移

生　　　産 持ち直しの動きがみられる 前月からの判断推移

県経済は、一部に弱さがみられるものの、持ち直して

いる。

■３月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む)は0.98倍(前月比▲0.02ポイント、前年同月比▲0.10ポイント)となった。

消　　　費 物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している 前月からの判断推移

　前年同月から 1.2%上昇した内訳を寄与度でみると、｢食料｣、｢交通・通信｣などの上昇が要因となっている。なお、｢光熱・水道｣などは下落した。

■県内の消費者物価は、上昇しているものの、上昇テンポは緩やかになっている（３か月連続で個別判断据え置き）。 

■前月との比較で、内訳を寄与度でみると｢交通・通信｣、｢教養娯楽｣などの上昇が要因となっている。なお、｢光熱・水道｣、「食料」などは下落した。

住 宅 投 資 やや弱含みがみられる 前月からの判断推移

■３月の家計消費支出(関東地方、２人以上世帯)は355千円(前年同月比＋0.2％)となり、３か月連続で前年同月実績を上回った。　

■３月の百貨店・スーパー販売額(県内全店)は1,324億円(前年同月比＋0.7％)となり、46か月連続で前年同月実績を上回った。

■３月のコンビニエンスストア販売額(県内全店)は607億円(前年同月比＋2.0％)となり、23か月連続で前年同月実績を上回った。

■３月の家電大型専門店販売額(県内全店)は236億円(前年同月比＋4.9％)となり、８か月連続で前年同月実績を上回った。

■３月のドラッグストア販売額(県内全店)は493億円(前年同月比＋4.1％)となり、46か月連続で前年同月実績を上回った。

■３月のホームセンター販売額(県内全店)は200億円(前年同月比＋3.7％)となり、６か月ぶりに前年同月実績を上回った。

■４月の新車登録・届出台数は16.9千台(前年同月比＋11.3％)となり、10か月ぶりに前年同月実績を上回った。 

■県内の消費状況は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している（19か月連続で個別判断据え置き）。

景 況 判 断 持ち直しに足踏みがみられる 前月からの判断推移

設 備 投 資 持ち直している 前月からの判断推移

■財務省関東財務局 法人企業景気予測調査によると、令和８年１～３月期の「企業の景況判断BSI」は、全規模・全産業ベースで「下降」超に転じている。

景 気 指 数 下方への局面変化を示している 前月からの判断推移

　0.4ポイント減少した（３期ぶりに悪化）。

■県内の景況判断の状況は、持ち直しに足踏みがみられる（３か月連続で個別判断据え置き）。

■埼玉県産業労働部 四半期経営動向調査によると、令和８年１～３月に設備投資を実施した企業は23.8%で、前期（26.6％）から

　2.9ポイント増加した（４期ぶりに悪化）。

■財務省関東財務局 法人企業景気予測調査によると、令和７年度の設備投資は全規模・全産業ベースで前年比.4.5％の増加見込みとなっている。
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２ 県内経済指標の動向

(１)  鉱工業指数＜生産･出荷･在庫＞

＜生産指数＞

▲2.8

+2.2

＜参考＞業種別生産ウエイト

■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の生産ウエイトは以下の通りです。

①食料品20.4% ②化学16.0% ③輸送機械10.4% ④プラスチック製品6.8％ ⑤汎用機械6.7%

⑥印刷業6.6％ ⑦生産用機械3.8％ ⑧パルプ・紙・紙加工品3.8％ ⑨電気機械3.8%

⑩非鉄金属3.5％ その他13業種18.2%

【出所】県「鉱工業指数」、基準時=令和２年

 ＜参考＞生産指数（季節調整値）の中長期推移（埼玉：平成27年＝100、全国：令和２年＝100）

　生産用機械工業、食料品工業、業務用機械工業、繊維工業など16業種が低下した。

※注記が無い場合、指数、前月比は季節調整値を用い、前年同月比は原指数を用いています。

　前月比は経済活動の上向き、下向きの傾向を示し、前年同月比は量的水準の変動を示します。

＜個別判断＞持ち直しの動きがみられる（前月からの判断推移 →）

※業種別でみると、化学工業、汎用機械工業、電気機械工業、木材・木製品工業などの23業種中７業種が上昇し、

■３月の鉱工業生産指数(季節調整済値)は 111.5 (前月比 %※)となり、４か月ぶりの低下となった。

　前年同月比では ％となり、４か月連続で前年同月水準を上回った。
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＜出荷指数＞

▲6.2

+3.9

＜参考＞業種別出荷ウエイト

■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の出荷ウエイトは以下の通りです。

①化学20.5% ②食料品15.3% ③輸送用機械12.7% ④汎用機械8.6% ⑤印刷業5.3%

⑥プラスチック製品4.8% ⑦鉄鋼業3.7% ⑧情報通信機械3.5% ⑨生産用機械3.4％

⑩業務用機械3.4％ その他13業種18.8%

【出所】県「鉱工業指数」、基準時=令和２年

＜在庫指数＞

▲0.6

+1.2

　が上昇し、情報通信機械工業、生産用機械工業、電子部品・デバイス工業、繊維工業など11業種が低下した。

※業種別でみると、汎用機械工業、電気機械工業、プラスチック製品工業、パルプ・紙・紙加工品工業の23業種中８業種

※業種別でみると、電気機械工業、プラスチック製品工業、輸送機械工業、窯業・土石製品工業など21業種中10業種

■３月の鉱工業出荷指数(季節調整済値)は 101.3 (前月比 %※)となり、４か月ぶりの低下となった。

　前年同月比では ％となり、２か月連続で前年同月水準を上回った。

　が上昇し、化学工業、業務用機械工業、輸送機械工業、食料品工業など14業種が低下した。※横ばい1業種

■３月の鉱工業在庫指数(季節調整済値)は 102.0 (前月比 %※)となり、２か月連続の低下となった。

　前年同月比では ％となり、３か月連続で前年同月水準を上回った。
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＜参考＞業種別在庫ウエイト

■埼玉県の鉱工業全体に占める業種別の在庫ウエイトは以下の通りです。

①プラスチック製品13.3% ②生産用機械11.9% ③化学10.7％ ④窯業・土石製品9.4％

⑤電気機械7.9% ⑥非鉄金属6.9% ⑦情報通信機械5.7% ⑧金属製品5.4% ⑨電子部品・デバイス5.4%

⑩鉄鋼業4.9％ その他11業種18.5%

【出所】県「鉱工業指数」、基準時=令和２年

(２)  雇用

＜有効求人倍率と完全失業率＞

＋0.1

▲0.12 ポイント)となった。

ポイント

■３月の完全失業率(南関東・原数値)は 2.7 ％(前月比 ポイント、前年同月比 ＋0.1 ポイント）。

　前年同月比

　県内を就業地とする求人数を用い算出した就業地別の有効求人倍率(季節調整値)は 1.11 倍(前月比 ＋0.02

　前年同月比 ポイント)となった。▲0.08

1.76 倍(前月比 ＋0.06 ポイント

＜個別判断＞持ち直しに足踏みがみられる（前月からの判断推移 →）　　　

0.98 ▲0.02

▲0.10

■３月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む)は 倍(前月比 ポイント

　前年同月比 ポイント)となった。新規求人倍率(季節調整値)は

鉱工業指数

・製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きについて、基準時点(令和２年)を100として指数化したものです。

全国の数値は、令和５年６月公表（令和５年４月分）より、埼玉県の数値は、令和６年６月公表（令和６年４月分）より、

基準時点を平成27年から令和２年へ改定しています。

・生産指数と出荷指数は、景気の山、谷とほぼ同じ動きを示すとされ、景気動向指数の一致系列に入っています。

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の２割を超える水準となっており、生産活動の動きが景気に敏感に反応することから、

鉱工業指数は景気観測には欠かせない指標です。

完全失業率

・完全失業率は労働力人口に占める完全失業者の割合です。

・完全失業者とは仕事がないものの、就業を希望しており、

仕事があればすぐ就くことができる者をさします。
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(3)消費者物価  

＜消費者物価＞

(４)消費 

ア　家計消費

％となった。

＜個別判断＞上昇しているものの、上昇テンポは緩やかになっている（前月からの判断推移 →）

■３月の消費者物価指数(さいたま市、令和２年＝100)は総合指数で

　前年同月比は

千円(前年同月比

＜個別判断＞物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している（前月からの判断推移 →）　

■３月の家計消費支出(関東地方、2人以上世帯)は 355 ＋0.2 ％)となり、３か月連続で

　前年同月実績を上回った。

111.2 ±0.0となり、前月比 ％、

＋1.2 %となった。

■前月との比較で、内訳を寄与度でみると「交通・通信」、「教養娯楽」などの上昇が要因となっている。

　なお、「光熱・水道」、「食料」などは下落した。前年同月から 1.2%上昇した内訳を寄与度でみると、

　「食料」、「交通・通信」などの上昇が要因となっている。なお、「光熱・水道」などは下落した。

■生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は 110.5 となり、前月比 ±0.0 ％、前年同月比は ＋2.1

・消費者が購入する財やサービスなどの物価の動きを把握するために指数化された統計資料です。

CPI (＝Consumer Price Index)とも略されます。

・一般に、当該指数が持続的に上昇(下落)基調にあるなど、持続的な物価上昇(下落)がみられる場合にインフレ（デフレ）と判断されます。

日銀は平成25年１月に「物価安定の目標」を消費者物価の前年比上昇率2％と定め、各種金融緩和政策を実施・継続しています。

消費者物価指数

家計消費支出

・全国約９千世帯を対象とする調査から計算される１世帯当たりの月

間平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。核家族化

により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減

少する傾向があり、その影響を考慮する必要があります。
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イ　百貨店・スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター販売額

　46か月連続で前年同月実績を上回った。

■３月の百貨店・スーパー販売額(県内全店)は 1,324 億円(前年同月比 ＋0.7 ％となり、

　スーパーマーケット（474店舗）の販売額は 1,194 億円（前年同月比 ＋1.2 ％）。

※業態別では百貨店(10店舗)の販売額は 130 億円（前年同月比 ▲3.3 ％）。

　前年同月実績を上回った（速報値）。

■３月のコンビニエンスストア販売額(県内全店)は 607 億円(前年同月比 ＋2.0 %)となり、23か月連続で

　前年同月実績を上回った（速報値）。

■３月の家電大型専門店販売額(県内全店)は 236 億円(前年同月比 ＋4.9 %)となり、８か月連続で

　前年同月実績を上回った（速報値）。

■３月のドラッグストア販売額(県内全店)は 493 億円(前年同月比 ＋4.1 %)となり、46か月連続で

　前年同月実績を上回った（速報値）。

■３月のホームセンター販売額(県内全店)は 200 億円(前年同月比 ＋3.7 %)となり、６か月ぶりに

・大型百貨店（売場面積が政令指定都市で3,000㎡以上、その他

1,500㎡以上）と大型スーパー（売場面積1,500㎡以上）にお

ける販売額は、消費動向を消費された側から捉えた代表的な業

界統計です。

・最近はコンビニやドラッグストア等による取扱商品の多様化が

進み、様々な業態の消費動向を幅広くとらえることが必要とな

っています。

百貨店・ｽｰﾊﾟｰ、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ、家電大型専

門店、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ、ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ販売額

7 彩の国経済の動き R8.5



ウ　新車登録・届出台数

(５)住宅投資

　なっている。

9

＋11.3 %)となり、10か月ぶりに

1,045

＜個別判断＞やや弱含みがみられる（前月からの判断推移 →）

■４月の新車登録・届出台数は 16.9 千台

　(前年同月比

　前年同月実績を上回った。

■３月の新設住宅着工戸数は 4,711 戸(前年同月比 ▲13.2

％)と

％)となり、２か月連続で前年同月実績を下回った。

％)、分譲が 1,533 戸(同 ▲11.9戸(同 ▲12.1　持家が 戸(同 ▲18.5 %)、貸家が 2,110

新車登録・届出台数

・消費されるモノで代表的な高額商品である、自動車販売

状況を把握するもので、百貨店・スーパー販売額等と同

様、消費動向を消費された側からとらえた業界統計です。

新設住宅着工戸数

・住宅投資はＧＤＰのおおむね３％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるには色々な材料が必要となり、また、建設

労働者など多くの人に働いてもらわなければなりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えることが多く、

様々な経済効果を生み出します。

・住宅投資は多額の資金を要するため、短期的な所得変動よりも、景気停滞期や回復初期における金利の低下、地価・建築コ

ストの安定、景気対策などが誘因となると考えられます。

8 彩の国経済の動き R8.5



(６)企業動向
ア　倒産

＜個別判断＞一進一退の動きとなっている（前月からの判断推移 →）

35

37.17

　９件が最多。以下、建設業６件、製造業５件、運輸業４件と続いた。

+6.04

■４月の企業倒産件数は 件）となった。産業別では、全10産業のうちサービス業他の件(前年同月比 ▲3

■負債総額は 億円(前年同月比 億円)。負債10億円以上の大型倒産は１件発生した。

＜参考＞県内企業倒産件数／金額 中期的推移（負債1千万円以上）

倒産

・企業が債務の支払不能や、経済活動を続けることが

困難になった状態を指します。

・売上が増加している黒字企業でも、必要資金が不足

し、倒産するケースがあります。

・一方、倒産により企業の新陳代謝が図られ、ヒト・

モノ・カネの循環が円滑になる一面もあるといわれ

ます。

9 彩の国経済の動き R8.5



10 

彩の国経済の動き R8.5 

《「埼玉県四半期経営動向調査（令和８年１～３月期）」》  

 

〔現在の景況感ＤＩ〕  

・全業種の景況感ＤＩは▲37.6 となり、前期（▲37.3）から 0.4 ポイント減少し、3 期ぶりに悪化  

・製造業の景況感ＤＩは▲39.5 となり、前期（▲37.8）から 1.7 ポイント減少し、3 期ぶりに悪化  

・非製造業の景況感ＤＩは▲36.2 となり、前期（▲36.8）から 0.6 ポイント増加し、3 期連続改善  

 

〔景況感の先行きＤＩ〕  
・前期比で 6.0 ポイント増加し▲12.7 となった。2 期ぶりに改善した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しています。  

 

イ  景況感  

 ＜個別判断＞持ち直しに足踏みがみられる（前月からの判断推移→）                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ＤＩ(景気動向指数：Diffusion Index)とは  

増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた指数で、企業の景況判断

長の強弱感の判断に使用する指数のこと  

 

〈例〉「増加」50％  「変わらず」20％  「減少」30% 

ＤＩ＝50％－30%＝20 
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《財務省関東財務局「法人企業景気予測調査（令和８年１～３月期）」(埼玉県分）》  

現状判断は、「下降」超幅に転じる  

■８年１～３月期の企業の景況判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業ベースで「下降」超に転じている。
これを規模別にみると、大企業は「上昇」超幅が縮小し、中堅企業は「上昇」超幅が拡大し、中小企
業は「下降」超に転じている。  

■業種別にみると、製造業は「下降」超に転じ、非製造業は「下降」超幅が拡大している。  

■先行きについては、大企業は「上昇」超で推移する見通し、中堅企業は４~６月期に「下降」超に転
じるものの、７~９月期に再び「上昇」超に転じる見通し、中小企業は４~６月期に「上昇」超に転じ
るものの、７~９月期に再び「下降」超に転じる見通しとなっている。  

 

〔企業の景況判断 BSI〕  

   (前期比「上昇」ー前期比「下降」社数構成比）                   【単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ】  

 
 

７年 10～12 月  
前  回  調  査  

８年１～３月  
現  状  判  断  

８年４～６月  
見  通  し  

８年７～９月  
見  通  し  

全規模・全産業  (   6.4) ▲3.9 (  2.5) 3.2 ( ▲1.9) 0.6 

 大 企 業  (  12.3) 11.3 (  6.2) 11.3 (  4.6) 4.8 

中 堅 企 業  (   6.3) 6.5 ( 14.1) ▲4.8 ( ▲1.6) 4.8 

 中 小 企 業  (    4.3) ▲12.3 ( ▲2.7) 3.2 ( ▲4.3) ▲2.1 

 製 造 業  (   17.2) ▲4.0 (  5.7) 3.2 (  2.5) 2.4 

 非 製 造 業  (  ▲0.5) ▲3.8 (  0.5) 3.2 ( ▲4.7) ▲0.5 

 （注）（  ）書は前回（７年 10～12 月期）調査結果      

 

（参考）寄与の大きい業種  

業  種  上昇・下降  業    種    名  

製造業  

上昇  
自動車・同附属品製造業  

電気機械器具製造業  

下降  
金属製品製造業  

業務用機械器具製造業  

非製造業  

上昇  
情報通信業  

その他の物品賃貸業  

下降  
建設業  

卸売業  

 
 
      ＢＳＩ(Business Survey Index)の計算方法  

例えば「貴社の景況」において、以下の①~④の回答結果が得られた場合の BSI は・・・      

①（前期に比べて）「上昇」と回答した企業の構成比  : 40.0％    

②（前期に比べて）「不変」と回答した企業の構成比  : 25.0％  

③（前期に比べて）「下降」と回答した企業の構成比  : 30.0％    

④（前期に比べて）「不明」と回答した企業の構成比  :  5.0％  

BSI の計算式  

①－③＝（「上昇」と回答した企業の構成比  40.0％）－（「下降」と回答した企業の構成比  30.0％）  

＝10.0％ポイントとなります。  
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ウ  設備投資  

＜個別判断＞持ち直している（前月からの判断推移→）                    

当期  

《「埼玉県四半期経営動向調査（令和８年１～３月期）」》  

 

〔当期の状況〕  

・全業種の設備投資実施率は 23.8%となり、前期（26.6％）から 2.9 ポイント減少し、４期ぶりに悪

化  

・製造業の設備投資実施率は 28.7％となり、前期（31.2%）から 2.5 ポイント減少し、４期ぶりに悪

化  

・非製造業の設備投資実施率は 20.1%となり、前期（23.1%）から 3.0 ポイント減少し、４期ぶりに

悪化  

 

〔来期の見通し〕  
・来期の設備投資実施率は 22.4%（当期比▲1.4%）と減少する見通し  
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《財務省関東財務局「法人企業景気予測調査（令和８年１～３月期）」(埼玉県分）》  

 設備投資（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）  

ー  ７年度は増加見込み、8 年度も増加見通し  ー  

■７年度の「設備投資」は、全規模・全産業ベースで前年比 4.5％の増加見込みとなっている。  

■規模別にみると、大企業は同 0.5％、中堅企業は同 42.8％、中小企業は同 21.7％の増加見込みと

なっている。  

■業種別にみると、製造業は同 12.5％の減少見込み、非製造業は同 21.3％の増加見込みとなってい

る。  

■8 年度の「設備投資」は、全規模・全産業ベースで前年比 2.9%の増加見通しとなっている。  

 

〔企業の設備投資〕  

【前年比増減率：％】  

 
 

設  備  投  資  

７年度  ８年度  

全規模・全産業  4.5 (   4.9) 2.9  

 大 企 業  0.5 (   1.1) 4.6 

中 堅 企 業  42.8 (  52.8) ▲7.7 

 中 小 企 業  21.7 (   16.7) ▲9.7 

 製 造 業  ▲12.5 ( ▲14.3) 1.3 

 非 製 造 業  21.3 (  20.1) 4.1 

（注）1.（  ）書は前回（７年 10～12 月期）調査結果  

  2.「７年度」は 6 年度、7 年度、「8 年度」は 7 年度、8 年度ともに回答のあった企業の集計  

 

 

 設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由    

■今年度における「設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由」を全規模・全産業ベース

でみると、回答の多い順に「景気や業況の見通しの変化」、「設備投資にかかるコストの変化」、

「経営課題や経営方針の変化」となっている。  

■規模別にみると、大企業、中小企業は「景気や業況の見通しの変化」、中堅企業は「景気や業況の

見通しの変化」、「設備投資にかかるコストの変化」をあげる企業が最も多い。  

■業種別にみると、製造業は「景気や業況の見通しの変化」、非製造業は「設備投資にかかるコスト

の変化」をあげる企業が最も多い。  
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３ 経済情報  

 (１) 各種経済報告等  

ア  内閣府「月例経済報告（５月）」  

《我が国経済の基調判断》：令和 8 年５月 26 日公表  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待され

るものの、中東情勢の影響を注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の影響などに注意する必

要がある。  

《政策の基本的態度》  

 政府は、「責任ある積極財政」の考え方の下、戦略的に財政出動を行うことで「強い経済」を構築す

る。  

 今の国民の暮らしを守る物価高対策を早急に講じるとともに、日本経済の強さを取り戻すため、生活

の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成長投資による強い経済の実現、防衛力と外交力の強化

を柱とする「「強い経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～」（11

月21日閣議決定）及びその裏付けとなる令和７年度補正予算並びに令和８年度予算を迅速かつ着実に

執行する。  

 中東情勢に対しては、当面の措置として、燃料油に対する緊急的な激変緩和措置を実施している。代

替調達や備蓄放出により我が国の原油の安定供給を図るとともに、重要物資の安定供給の確保及び流通

の円滑化等に努める。また、「リスクの最小化」の観点から、資金面で万全の備えを取るべく、令和８

年度補正予算を編成する。  

政府と日本銀行は、引き続き緊密に連携し、経済・物価動向に応じて機動的な政策運営を行っていく。 

日本銀行には、経済・物価・金融情勢に応じて適切な金融政策運営を行うことにより、賃金と物価の

好循環を確認しつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に実現することを期待する。  

【前月判断からの変更項目】  

項目  ４月月例  ５月月例  

企業収益  米国の通商政策の影響が残るものの、改

善の動きがみられる  

改善の動きがみられるが、中東情勢の影響

を注視する必要がある  

国内企業物

価  
緩やかに上昇している  このところ上昇している  

消費者物価  このところ緩やかに上昇している  緩やかに上昇している  

 

景気は、緩やかに回復しているが、中東情勢の影響を注視する必要がある。  

 ・個人消費は、持ち直しの動きがみられる。ただし、消費者マインドがこのところ弱い動きと

なっていることに注意が必要である  

・設備投資は、持ち直している  

・輸出は、おおむね横ばいとなっている  

・生産は、横ばいとなっている  

・企業収益は、改善の動きがみられるが、中東情勢の影響を注視する必要がある  

・雇用情勢は、改善の動きがみられる  

・消費者物価は、緩やかに上昇している  
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イ  経済産業省関東経済産業局「管内の経済動向（３月のデータを中心に）」  

 《今月の判断》：令和８年５月 25 日公表  

 

 

 
 
 
《今月のポイント》  
 生産活動は、輸送機械工業をはじめ 11 業種が低下し、生産指数が２か月連続で前月を下回った。 

 個人消費は、百貨店・スーパー販売額が 55 か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録・

届出台数は９か月連続で前年同月を下回った。  

 雇用情勢は、有効求人倍率が上昇し、南関東の完全失業率が４か月連続で前年同月を上回った。 

 総じてみると管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善している。今後につ

いては、中東情勢の影響を注視する必要がある。   

 

■鉱工業生産：一進一退ながら弱含み  

○生産指数：100.9、前月比▲2.4％と２か月連続の低下。  

 ・輸送機械工業、化学工業（除．医薬品）、情報通信機械工業等の11業種が低下。  

 ・汎用機械工業、電子部品・デバイス工業等の６業種が上昇。  

 

 

■個人消費：緩やかな上昇傾向にある  

○百貨店・スーパー販売：9,051 億円、全店前年同月比+1.7％と 55 か月連続で前年を上回る。  

（既存店前年同月比＋0.9％）  

               百貨店  ：2,572 億円、全店前年同月比＋2.6％と３か月連続で前年を上回る。  

（既存店前年同月比＋3.0％）  

「その他の商品」、「身の回り品」が好調。  

              スーパー：6,479 億円、全店前年同月比+1.4%と 43 か月連続で前年を上回る。  

（既存店前年同月比+0.1％）  

「飲食料品」が好調。  

○コンビニ販売         ：5,094 億円、前年同月比＋2.5％と 52 か月連続で前年を上回る。  

○家電大型専門店販売額：2,439 億円、前年同月比＋6.9％と８か月連続で前年を上回る。  

○ドラッグストア販売額：3,574 億円、前年同月比＋6.2％と 59 か月連続で前年を上回る。  

○ホームセンター販売額：1,269 億円、前年同月比＋3.8％と２か月ぶりに前年を上回る。  

○乗用車新規登録台数  ：150,945 台、前年同月比▲2.5％と９か月連続で前年を下回る。  

          普通乗用車  ：71,055 台、前年同月比▲11.2%と６か月連続で前年を下回る。  

          小型乗用車  ：32,129 台、前年同月比＋3.9％と３か月ぶりに前年を上回る。  

           軽乗用車   ：47,761 台、前年同月比＋9.1％と２か月連続で前年を上回る。  

             東京圏   ：86,941 台、前年同月比▲3.2%と９か月連続で前年を下回る。  

         東京圏以外   ：64,004 台、前年同月比▲1.4%と３か月連続で前年を下回る。  

○消費支出金額(関東・二人以上の世帯 )：１世帯当たり354,914円、前年同月比(実質)▲1.2％と  

４か月連続で前年を下回る。  

 

 

 

 管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善している。 

  ・生産活動   一進一退ながら弱含み  
・個人消費  緩やかな上昇傾向にある  

・雇用情勢  緩やかに改善している  

・設備投資  前年度を上回る見込み  

・公共工事  ４か月連続で前年同月を上回った  

・住宅着工  ３か月連続で前年同月を下回った  
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彩の国経済の動き R8.5 

■雇用情勢：緩やかに改善している  

○有効求人倍率（季節調整値）：1.25倍、前月差＋0.01ポイントと３か月ぶりに上昇。  

                     東京圏  ：1.27倍、前月と横ばい。  

                  東京圏以外：1.20倍、前月差＋0.01ポイントと３か月ぶりに上昇。  

○新規求人倍率（季節調整値）：2.29倍、前月差＋0.09ポイントと３か月ぶりに上昇。  

                     東京圏  ：2.40倍、前月差＋0.08ポイントと３か月ぶりに上昇。  

                  東京圏以外：2.09倍、前月差＋0.11ポイントと３か月ぶりに上昇。  

○新規求人数（季節調整値）  ：301,729人、前月比＋6.8%と３か月ぶりに増加。  

                    東京圏  ：204,686人、前月比＋6.3%と３か月ぶりに増加。  

                 東京圏以外：97,043人、前月比＋7.7%と３か月ぶりに増加。  

○新規求人数（原数値）      ：前年同月比▲0.3%と８か月連続で減少。  

  ・「情報通信業」、「医療 ,福祉」、「卸売業 ,小売業」等が減少に寄与。  

○南関東の完全失業率（原数値）：2.7%、前年同月差＋0.1％と４か月連続で前年を上回る。  

○事業主都合離職者数：16,265 人、前年同月比＋16.3%と２か月連続で増加。  

              東京圏：12,957 人、前年同月比＋19.0％と３か月連続で増加。  

          東京圏以外：3,308 人、前年同月比＋6.9％と３か月ぶりに増加。  

 

■設備投資：前年度を上回る見込み  

○法人企業景気予測調査（令和８年１-３月期調査）  

       全産業  前年度比+7.6％、製造業  同+16.4％、非製造業  同+3.2％  

 

○設備投資計画調査（2025年６月調査）  

   首都圏：全産業  前年度比+19.2％、製造業  同+20.5％、非製造業  同+18.9％  

 北関東甲信：全産業  前年度比+9.9％、製造業  同+14.9％、非製造業  同+1.4％  

 

■公共工事：４か月連続で前年同月を上回った   

○公共工事請負金額：7,032億円、前年同月比＋44.3％と４か月連続で前年を上回る。  

       東京圏：5,439億円、前年同月比＋68.1％と４か月連続で前年を上回る。  

    東京圏以外：1,593億円、前年同月比▲2.7％と２か月ぶりに前年を下回る。  

 

■住宅着工：３か月連続で前年同月を下回った  

○新設住宅着工戸数：30,372戸、前年同月比▲20.3％と３か月連続で前年を下回る。  

      東京圏  ：24,214戸、前年同月比▲19.1％と２か月連続で前年を下回る。  

     東京圏以外：6,158戸、前年同月比▲24.6％と３か月連続で前年を下回る。  

 ・都県別では、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、新潟県、山梨県、長野県、静岡県にお

いて前年を下回る｡ 

 

■参考  

○消費者物価指数（関東、生鮮食品を除く総合（３月））  

                          ：111.8、前年同月比＋1.8％と 55 か月連続で上昇。  

                     総合指数：112.3、前年同月比＋1.4％。  

 ・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：菓子類、調理食品、通信。  

○国内企業物価指数（速報）：129.5、前月比＋0.8％と７か月連続で上昇、前年同月比は 2.6％。  

○企業倒産：倒産件数は２か月連続で前年同月を上回り、負債総額は４か月ぶりに前年同月を下回る。 
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彩の国経済の動き R8.5 

 

ウ  財務省関東財務局「埼玉県の経済情勢報告（４月判断）」  

《総括判断》令和６年２月１日公表  

 

 

 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産活動は、一進一退

の状況にある。雇用情勢は、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、持ち直しつつ

ある。  

 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直して

いくことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外

景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金

融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。さらに、令和 6 年能登半島地震の経済に与え

る影響に十分留意する必要がある。  

 

【各項目の判断】  

項目  判断  要点  

個人消費  
物価上昇の影響はみられるものの、

緩やかに回復しつつある  

 スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア

販売額、ホームセンター販売額は前年を上回っている。百貨店販売

額、家電大型専門店販売額は前年を下回っている。乗用車の新車登

録届出台数は、小型車が前年を下回っているものの、普通車、軽乗

用車は前年を上回っており、全体として前年を上回っている。旅行

や飲食サービスなどは、持ち直している。  

 このように個人消費は、緩やかに回復しつつある。  

生産活動  一進一退の状況にある  

 生産を業種別にみると、化学、輸送機械が増加しているものの、

生産用機械、食料品などが減少しており、全体としては、一進一退

の状況にある。  

雇用情勢  持ち直しつつある  

有効求人倍率は足下で低下し、新規求人数は減少しているもの

の、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、雇用

情勢は持ち直しつつある。  

設備投資  
５年度は増加見込みとなっている  

（全規模・全産業）  

 ５年度の設備投資計画は、製造業、非製造業とも増加見込みとな

っている。  

企業収益  
５年度は減益見込みとなっている  

（全規模）  

 ５年度の経常利益は、製造業、非製造業とも減益見込みとなって

いる。  

企業の  

景況感  

「上昇」超となっている  

（全規模・全産業ベース）  

先行きについては、6 年 1～3 月期に「均衡」となる見通しとな

っている。  

住宅建設  前年を上回っている  

 新設住宅着工戸数をみると、持家は前年を下回っているものの、

貸家、分譲住宅は前年を上回っており、全体として前年を上回って

いる。  

公共事業  前年を上回っている  

 前払金保証請負金額をみると、都県は前年を下回っているもの

の、国、独立行政法人等、市町村が前年を上回っており、全体とし

て前年を上回っている。  
 

《総括判断》令和８年４月 22 日公表  

 

 

 

 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、持ち直しに

向けたテンポが緩やかになっている。  

 先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が持ち直しを支えることが期待される

ものの、中東情勢の影響を注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の影響や米国の通商政策

をめぐる動向などに注意する必要がある。   

 

【各項目の判断】  

項目  判断  要点  

個人消費  持ち直している  

 スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販

売額、家電大型専門店販売額、ホームセンター販売額は前年を上回っ

ている。百貨店販売額は前年を下回っている。乗用車の新車登録届出

台数は、普通車、小型車、軽乗用車いずれも前年を下回っている。宿

泊や飲食サービスなどは、持ち直している。  

 このように個人消費は、持ち直している。  

生産活動  緩やかに持ち直しつつある  
 生産を業種別にみると、化学などが減少しているものの、輸送機械

や汎用機械などが増加しており、緩やかに持ち直しつつある。  

雇用情勢  
持ち直しに向けたテンポが緩やか

になっている  

企業は人手不足の状況にあり、有効求人倍率は上昇しているもの

の、新規求人数は減少している。雇用情勢は、持ち直しに向けたテン

ポが緩やかになっている  

設備投資  
７年度は増加見込みとなっている  

（全規模・全産業）  

 ７年度の設備投資計画は、製造業は減少、非製造業は増加見込みと

なっている。  

企業収益  
７年度は増益見込みとなっている  

（全規模）  

 ７年度の経常利益は、製造業、非製造業ともに増益見込みとなって

いる。  

企業の  

景況感  

『下降』超となっている  

（全規模・全産業）  

先行きについては、８年４ -６月期に「上昇」超に転じる見通しと

なっている。  

住宅建設  前年を上回っている  

 新設住宅着工戸数をみると、持家、分譲住宅は前年を下回っている

ものの、貸家は前年を上回っており、全体として前年を上回ってい

る。  

公共事業  前年を上回っている  

 前払金保証請負金額をみると、国、都県が前年を下回っているもの

の、独立行政法人等、市町村が前年を上回っており、全体として前年

を上回っている。  
 

県内経済は、持ち直している  
県内経済は、持ち直している  
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エ  財務省関東財務局「管内経済情勢報告（４月判断）」  

 

《総括判断》令和８年４月 22 日公表  

  

 

 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、生産用機械などが減少しているものの、輸送機械や電

気機械などが増加しており、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、改善しつつある中、企業の人

手不足感は続いている。  

先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が持ち直しを支えることが期待される

ものの、中東情勢の影響を注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の影響や米国の通商政策

をめぐる動向などに注意する必要がある。  

 

【各項目別判断】  

項目  判断  要点  

個人消費  持ち直している  

百貨店販売額、スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア

販売額、家電大型専門店販売額、ホームセンター販売額は前年を上回っている。乗

用車の新車登録届出台数は、普通車、小型車、軽乗用車いずれも前年を下回ってい

る。旅行や飲食サービスなどは、持ち直している。  

このように個人消費は、持ち直している。  

生産活動  
緩やかに持ち直しつつあ

る  

生産を業種別にみると、生産用機械などが減少しているものの、輸送機械や電気

機械などが増加しており、全体としては、緩やかに持ち直しつつある。  

なお、非製造業では、リース業の取扱高、情報サービス業および広告業の売上高

いずれも前年を上回っている。  

雇用情勢  

改善しつつある中、企業

の人手不足感は続いてい

る  

有効求人倍率は横ばいで推移しており、新規求人数は減少しているものの、完全

失業率は低水準で推移している。法人企業景気予測調査の従業員数判断 BSI をみる

と、「不足気味」超となっている。  

このように雇用情勢は、改善しつつある中、企業の人手不足感は続いている。  

設備投資  

７年度は増加見込みとな

っている  

（全規模・全産業）  

製造業では、石油・石炭で減少見込みとなっているものの、化学、電気機械など

で増加見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。  

 非製造業では、娯楽などで減少見込みとなっているものの、情報通信、運輸、郵

便などで増加見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。  

企業収益  

７年度は増益見込みとな

っている  

（全規模）  

製造業では、鉄鋼などで減益見込みとなっているものの、非鉄金属などで増益見

込みとなっていることから、全体では増益見込みとなっている。  

 非製造業では、情報通信などで減益見込みとなっているものの、建設などで増益

見込みとなっていることから、全体では増益見込みとなっている。  

企業の  

景況感  

『上昇』超となっている

（全規模・全産業）  

大企業、中堅企業は「上昇」超幅が縮小し、中小企業は「下降」超幅が拡大して

いる。   

先行きについては、全規模・全産業ベースで「上昇」超で推移する見通しとなっ

ている。  

住宅建設  前年を下回っている  
新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家は前年を上回っているものの、分譲住宅

は前年を下回っており、全体として前年を下回っている。  

公共事業  前年を上回っている  
前払金保証請負金額をみると、国、独立行政法人等が前年を下回っているもの

の、都県、市区町村が前年を上回っており、全体として前年を上回っている。  

輸出  前年を上回っている  

通関実績（円ベース、東京税関と横浜税関の合計額）でみると、輸出は前年を上

回っている。   

なお、インバウンド消費は引き続き好調に推移しているものの、その伸びが鈍化

している。  
 

 管内経済は、持ち直している  



19 

                         彩の国経済の動き R8.5 

 (２) 今月のキーワード 「エンゲル係数」                        

日々の買い物で「食品の値上がりが続いているな」と実感される方も多いのではないでしょうか。その実感

を裏付けるように、家計の消費支出に占める食料費の割合を示す「エンゲル係数」が 45 年ぶりの高水準を記

録し、話題となりました。エンゲル係数上昇の背景について考えてみます。 

 

【エンゲル係数とは】 

エンゲル係数は、19 世紀のドイツの統計学者エルンスト・エンゲルが提唱した指標です。家計の総消費支出

のうち、食料費（外食や酒類を含む）がどれだけの割合を占めているかを計算したもので、一般的に「生活が

豊かになると、エンゲル係数は下がる（エンゲルの法則）」とされてきました。なぜなら、収入が増えても食

べる量や質には限界があるため、住居や教育、娯楽など、他の支出の割合が増えるからです。 

総務省が実施する家計調査においてエンゲル係数の計算に使われる金額は、物価の影響を除いた「実質」で

はなく、実際に支払った金額ベースの「名目」です。つまり、生活水準が落ちていなくても、食品価格だけが

値上がりすると、エンゲル係数は跳ね上がってしまいます。 

【45年ぶりの高水準】 

今回の高水準をもたらした背景には、短期的な物

価の波と、長期的な社会構造の変化という２つの側

面があると考えられます。 

最大の要因は、世界的な原材料高や円安を背景と

した、歴史的な食料品価格の高騰です。2025 年の

消費者物価指数（総合）は前年比＋3.2％の上昇で

したが、そのうち食料指数は同＋6.8％上昇してお

り、全体への寄与度のうち約６割を占めました。 

ここでポイントとなるのが、食料品は「価格弾力

性が低い」という点です。生活必需品である食料品

は、高くなったからといって半分に減らすわけには

いきません。支出を削りにくいため、価格が上がっ

た分だけそのまま食料費の総額が膨らみ、エンゲル

係数を押し上げる要因となっています。 

【生活スタイルの変化】 

また、現代特有の要因として、単身者や共働き世

帯の増加、高齢化の進展などによる「調理の外部化」

があります。惣菜や弁当を買う「中食」や「外食」

を利用する機会が増えており、ライフスタイルの変化に伴う「タイパ（タイムパフォーマンス）』の追求」が、

結果として食料費の割合を高めているという側面もあると考えられます。 

【食料品価格の今後の動向】 

足もとでは、昨年に比べ米などを中心に食料品価格の上昇率は低下傾向にありました。一方で、中東情勢の

影響により原油やＬＮＧなどの供給懸念が表面化してきており、製造や輸送などのコストや、石油化学製品の

原料であるナフサ不足の懸念による包装資材コストなどの上昇が、食料品価格を再び押し上げるリスクが高ま

っています。食料品の値上げは今後も続いていくことが予想され、家計への影響を注視していく必要があるも

のと考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

品目 前年比（％） 品目 前年比（％）

うるち米A 67.9 しらぬひ 16.6

うるち米B 67.2 おにぎり 15.8

しょうが 58.9 じゃがいも 15.7

コーヒー豆 39.8 干ししいたけ 15.7

チョコレート 35.7 干しのり 15.6

無菌包装米飯 26.6 はくさい 15.1

ほたて貝 23.3 果汁入り飲料 14.6

ごぼう 21.4 チューインガム 13.9

さくらんぼ 19.2 コーヒー飲料B 13.4

果実ジュース 17.1 ジャム 13.2

出所：総務省「消費者物価指数」より筆者作成

2025年の前年比上昇幅が大きかった品目
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(３) 今月のトピック 「埼玉県内賃金改定状況調査」  

～内容について、ご意見等お寄せください～  

 発行   令和８年５月 29 日  
 作成  埼玉県  企画財政部  計画調整課  篠塚（ｼﾉﾂﾞｶ）  
       電話    ０４８－８３０－２１３４  
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「賃上げを実施する」企業は 79.5％、4 年連続で役８割の高水準  

■正社員の賃上げ実施状況  

  「定昇、ベースアップとも実施する」（43.9％）、「定期昇給のみ実施する」（29.8％）、「ベー
スアップのみ実施する」（5.8％）を合計した『賃上げを実施する』企業は 79.5％となった。  
 人手不足の状況が続き、労働力の確保・定着や物価高への対応などを背景に、賃上げを実施する企
業の割合は引き続き高水準にある。製造業を中心に調査時点で「現在未定」とする企業が前年同比で
8.9 ポイント増加したことなどから、前年度をわずかに下回った。  

「定期昇給、ベースアップともに実施する」（43.9％）と「ベースアップのみ実施する」（5.8％）
を合わせた『ベースアップを実施する』企業は 49.7％となった。  
 業種別の『賃上げを実施する』企業の割合は、製造業で 80.6％、非製造業で 78.7％となった。製
造業は「現在未定」が 14.7％と前年度から 8.9 ポイント増加した。中東情勢の先行き不透明感など
から、賃上げ方針の決定を先送りする企業が増えたとみられる。  

                                       全産業  

 製造業  非製造業  

定期昇給、ベースアップとも実施する  43.9 46.5 42.1 

定期昇給のみ実施する  29.8 27.9 31.1 

ベースアップのみ実施する  5.8 6.2 5.5 

（上記3つの合計）賃上げを実施する  (79.5) (80.6) (78.7) 

定期昇給、ベースアップとも実施しない  2.9 3.1 2.7 

年俸制などの賃金制度を採っており、一律の賃上げは行っていない  2.2 0.8 3.3 

現在未定  15.1 14.7 15.3 

その他  0.3 0.8 ―  

  ■賃上げ率・賃上げ額                         

  賃上げを「実施する」企業に賃上げ率と賃上げ額を
たずねたところ、賃上げ率は 3.5％（前年度 3.6％）、
賃上げ額は 10,838 円（同 10,321 円）となった（賃
上げ率または賃上げ額に回答のあった 202 社を集計、
それぞれ単純平均）。  

  全産業  

 製造業  非製造業  

賃上げ率  
3.5 

(3.6) 

3.8 

(3.6) 

3.3 

(3.7) 

賃上げ額  
10,838 

(10,321) 

11,056 

(9,705) 

10,692 

(10,733) 

賃上げ率は 2012 年度の調査開始以降 1.8％から
2.2％の低い水準で推移していたが、2023 年度に大き
く上昇し、2024 年度はさらにそれを上回った。高水
準な賃上げが定着しつつあるなか、県内でも労働力の
確保・定着や物価高への対応などを背景に、今年度も
高い賃上げ率を維持した。伸び率は鈍化の傾向がみら
れる。  

業種別にみると、製造業では賃上げ率 3.8％・賃
上げ額 11,056 えんと前年を上回った。非製造業で
は賃上げ率 3.3％・賃上げ額 10,692 円と前年を下
回った。  

 
（2026 年４月実施。対象企業 1,031 社、回答企業 312 社、回答率 30.3％）  

出所：「埼玉県内賃金改定状況調査」（2026 年５月 21 日公益財団法人埼玉りそな産業経済振興財団）  

（単位：％）  

（単位：％、円）  

（   ）内は前年調査  
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